
1. 継続事業の前提に関する注記
　 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2. 重要な会計方針

(1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　 期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産　　　

定額法によっている。
② 無形固定資産（ソフトウェア）　　

定額法によっている。
③ リース資産

　  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準
   退職給付引当金　　　
   職員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額の１００％を計上している。

(4) 消費税等の会計処理
 　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物
 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産
 　ソフトウェア

4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物

 　国保会館（北館）
 　国保会館（南館）

 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産
 　什器備品
 　ソフトウェア

493,563,000 482,657,000 493,563,000
1,436,603,000 389,791,000 1,225,000,000 601,394,000

482,657,000

00

0
0

0
0

0
0

0
0

0 0
0 0

172,443,265

平成２８年度　財務諸表に対する注記

12,540,568
2,644,717,6391,189,248,123
2,644,717,639

118,498,667

283,386,833

7,645,780,860

493,563,000

科　　　　　　　目

小　　　　　　　計

601,394,000
0

61,868,583

7,818,224,125

（うち一般正味財
産からの充当額）

118,498,667

1,189,248,123

172,443,265

2,353,327,210

172,443,265

1,330,264,512
2,353,327,210

前期末残高

172,443,265

0

49,600,000

0

当期末残高

813,400,000

当期末残高当期増加額 当期減少額

1,282,706,512

小　　　　　　　計

1,682,662,333
4,092,071118,727,075

57,428,000

合　　　　　　　計

科　　　　　　　目

42,555,134

1,003,772,445

小　　　　　　　計 172,443,265

9,273,693,641
9,101,250,376

3,166,430,289

6,135,149,0987,818,224,125

0

1,330,264,512
0
0

0

1,330,264,512

0 1,061,630,555
0

1,061,630,555

61,868,583

352,810,515

601,394,000 0

7,645,780,860

493,563,000

合　　　　　　　計
1,330,264,512小　　　　　　　計 180,367,250 6,135,149,098

0
1,341,847,500

283,386,833

31,854,017

（うち指定正味
財産からの充当

額）

172,443,265

0
0

296,921

172,443,265

（うち負債に対応する
額）

118,498,667
1,625,234,333

0 1,061,630,555

1,341,847,500

1,330,264,512

172,443,265

3,863,663

57,858,110

97,158,000
2,353,327,210

61,868,583



5. 担保に供している資産
 　該当なし。

6. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　 特定資産　

建物
 　国保会館（北館）
　 国保会館（南館）

 　什器備品
　 ソフトウェア
　　　小　　　　　　計

その他の固定資産
 　建物附属設備
　 構築物
　 什器備品
 　ソフトウェア
　 リース資産

7. 保険債務等の偶発債務
 　該当なし。

8. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高
 　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称
 　国庫補助金 厚生労働大臣

9. 重要な後発事象
　 該当なし。

10. その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　 正味財産増減計算書には、受取診療報酬等（受入金）、支払診療報酬等（支出金）を含む。

14,636,187
3,798,855,1745,491,351,877

前期末残高

2,745,411,151 1,726,568,966
1,351,372,719

合　　　　　　　　　　計

9,290,207,051

118,498,667
1,625,234,333

1,519,000

1,492,731,607

1,246,165,667

180,274,139
180,274,139

837,741,640

30,392,493
60,085,540 150,581,092 30,392,493
60,085,540

　　指定正味財産
　　国庫補助金

150,581,092

1,341,847,500

154,222,795

61,868,583

82,177,445

1,805,601,583

貸借対照表上
の記載区分

当期末残高当期減少額当期増加額

1,018,842,185
804,033,424

579,652,500
666,513,167

減価償却累計額

交付者

取得価額

236,400,240

1,366,008,906

補助金等の名称

合　　　　　計

建　 物　 計 2,871,400,000

科　　　　　目

1,921,500,000

1,641,775,064

3,298,333,190

149,560,849
277,372,341 215,503,758

759,5002,278,500

31,062,182

949,900,000 283,386,833

当期末残高


